
特 別 会 計 の 決 算 内 容 

１ 歳    入 
収入済額は 3,620 億円で、前年度と比べ、1,590 億円、78.3％の増となっています。 

また、予算現額に対する比較では、2億円の増収となっています。 

収入済額の主なものは、 

県債管理            1,772億円（対前年度 40億円、2.2％減） 

国民健康保険事業        1,634億円（対前年度 皆増） 

流域下水道事業          151億円（対前年度  3億円、2.2％減） 

などです。  
 

収入未済額は 31 億円で、前年度と比べ、5 億円、14.5％の減で、内訳は母子及び父子並びに寡婦

福祉資金貸付事業4億円、中小企業者等支援資金貸付事業等27億円などとなっており、それぞれ

生活困窮、経営不振などによって発生しているものです。 

（歳入の内訳） （単位：百万円,％）

増減額 伸び率

177,257 177,238 - - - △ 3,965 △ 2.2%

1,554 1,529 - - - △ 274 △ 15.2%

161,548 163,367 - - - 163,367 皆増

465 504 372 - - 64 14.5%

- - - - - △ 140 皆減

1,962 1,937 1 - - 277 16.7%

113 113 40 - - △ 6 △ 4.6%

161 161 5 - - △ 97 △ 37.7%

626 626 10 6 - △ 189 △ 23.2%

347 346 26 - - 16 4.7%

691 875 2,665 683 - 257 41.6%

166 168 - - - 0 0.0%

16,873 15,114 - - 2,229 △ 334 △ 2.2%

361,763 361,978 3,119 689 2,229 158,976 78.3%

204,593 203,002 3,648 149 2,340

金額Ａ－Ｂ 157,170 158,976 △ 529 540 △ 110

伸率Ａ／Ｂ(%) 76.8% 78.3% △ 14.5% 361.9% △ 4.7%
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＊ それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。 

 

 

 



 

 

 

 

 



２ 歳    出 
支出済額は 3,566 億円で、前年度と比べ 1,558 億円、77.6%の増となっています。 

支出済額の主なものは、 

県債管理            1,772億円（対前年度40億円、2.2％減） 

国民健康保険事業         1,602億円（対前年度  皆増） 

流域下水道事業           141億円（対前年度 2億円、1.6％減） 

などです。 
 

翌年度繰越額は 25 億円で、前年度と比べ 1 億円、4.6％の減となっています。これは、流域下水

道事業によるものです。 
 

不用額は 26 億円で、前年度と比べ 15 億円、125.2％の増となっています。主なものでは、国民健

康保険事業が14億円、沿岸漁業改善資金貸付事業及び流域下水道事業が各3億円などです。 

 

（歳出の内訳） (単位：百万円、％）

増減額 伸び率

177,257 177,238 - 19 △ 3,965 △ 2.2%

1,554 1,529 - 25 △ 274 △ 15.2%

161,548 160,170 - 1,378 160,170 皆増

465 216 - 249 △ 40 △ 15.5%

0 0 - 0 △ 140 皆減

1,962 1,937 - 26 277 16.7%

113 63 - 50 △ 18 △ 22.6%

161 160 - 1 △ 97 △ 37.7%

626 417 - 209 △ 94 △ 18.4%

347 0 - 347 △ 0 △ 44.2%

691 684 - 7 246 56.3%

166 160 - 6 △ 6 △ 3.6%

16,873 14,075 2,482 317 △ 234 △ 1.6%

361,763 356,648 2,482 2,633 155,825 77.6%

204,593 200,823 2,601 1,169

 金額 A-B 157,170 155,825 △ 119 1,464

 伸率 A/B 76.8% 77.6% △ 4.6% 125.2%
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医 療 セ ン タ ー 事 業

港 湾 整 備 事 業
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＊ それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。 

 



 

 

用語の説明 

・特別会計 
特別会計とは、地方公共団体が特定の事業を行うにあたって、一般の歳入歳出と区分して経理する

必要がある場合に、各団体の条例で別個に設置された会計のことで、本県には以下の特別会計が設置さ
れている。 
【県債管理】 
  県債の管理（元金、利子の支払い、満期一括償還県債の償還に備えた積立等）を行う。 
【総合医療センター資金貸付】 

地方独法三重県立総合医療センターが行う建設改良事業等に必要な資金の貸付を行う。 
     【国民健康保険事業（平成30年度設置）】 
            国民健康保険法に基づく三重県国民健康保険事業の円滑な運営とその経理を行う。 

【母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業】 
       母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、配偶者の無い女子又は配偶者の無い男子であって現に

児童を扶養しているもの、父母の無い児童及び母子・父子福祉団体もしくは寡婦に対して自立更生
等の資金の貸付を行う。 

     【子ども心身発達医療センター事業】 
       障がい又は発達に課題を有する子どもに医療及び福祉を提供するとともに、子どもの心身の健全

な発達に寄与するため、子ども心身発達医療センターを運営する。 
【就農施設等資金貸付事業等】 

旧農業改良資金助成法等に基づき過去に貸し付けた、農業の担い手が農業改良措置を実施するの
に必要な資金の償還金等の収支を経理する。また、青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関
する特別措置法に基づき過去に貸し付けた、認定就農者の経営開始に必要な資金の償還金等の収支
を経理する。 

 
（次ページへ続く） 

 
 



用語の説明 
【地方卸売市場事業】 

       卸売市場法に基づき、整備された地方卸売市場における生鮮食料品の円滑な流通を図るため、市
場の管理と卸売業者の育成等を図る。 

【林業改善資金貸付事業】 
       林業・木材産業改善資金助成法等に基づき林業経営の安定と生産の増強等に必要な資金の貸付を

行う。 
【沿岸漁業改善資金貸付事業】 

       沿岸漁業改善資金助成法に基づき、漁業経営の安定と生産力の増強等に必要な資金の貸付を行う。 
【中小企業者等支援資金貸付事業等】 
  独立行政法人中小企業基盤整備機構法等に基づき、中小企業者等の経営の近代化、合理化を促進

するために必要な資金の貸付を行う。 
【港湾整備事業】 

港湾整備及び地域開発のため、港湾改修事業と並行して港湾施設の維持管理を行う。 
（対象港：四日市港を除く19港湾） 

【流域下水道事業】 
       下水道法に基づき、県が広域的に下水を受け入れる流域下水道の施設建設及び維持管理を行う。 

 

 

 

 

 



財 産 に 関 す る 内 容 

 
(1) 土 地  平成 30 年度末現在高は、2,098 万 3,888.84 ㎡（約 635 万坪）で、前年度末現在高に

比べ、木曽岬干拓地の用地取得などにより 10 万 5,132.50 ㎡（約 3 万 2 千坪）増加し

ています。 
 

(2) 建 物  平成 30 年度末現在高は、222 万 4,280.38 ㎡（約 67 万 3 千坪）で、前年度末現在高に

比べ、名張桔梗丘高等学校の用途廃止などにより 4,706 ㎡（約 1 千坪）減少していま

す。 
 

(3) 債 権  平成 30 年度末現在高は、266 億 2,736 万円で、前年度末現在高に比べ、みえ地域コ

ミュニティ応援ファンド事業貸付金の減などにより57億3,493万円減少しています。 
 

(4) 基 金  平成 30 年度末現在高は、現金、動産及び有価証券を合わせ 566 億 6,950 万円で、

前年度末残高に比べ、財政調整基金及び県債管理基金への積立などにより 75 億

4,361 万円増加しています。 

 

 
 



(単位:百万円)

平 成 29 年 度 末 平 成 30 年 度 末
現   在   高 積 立 額 取 崩 額 現 在  高

6,580 4,320 736 10,163

1,069 56 1 1,124

432 0 -                     432

122 483 352 253

222 485 446 262

234 0 81 153

524 600 350 773

197 11 38 170

479 447 83 843

2,232 527 358 2,401

584 0 238 347

580 0 14 566

2,467 12 -                     2,479

6 0 -                     6

131 114 -                     245

1,660 212 83 1,789

521 231 -                     751

2 21 17 5

54 0 13 41

449 0 -                     449

156 125 117 163

427 15 434 9

15 0 6 9

16 1 -                     17

1,303 51 -                     1,354

451 1 77 376

102 1,117 1,134 84

1,199 1,515 1,804 910

6 3 -                     9

142 1 36 107

-                     214 172 42

3,398 411 231 3,578

23,367 3,806 415 26,758

合   計 49,126 14,780 7,236 56,669
＊それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。

基 金 名

財 政 調 整 基 金

災 害 救 助 基 金

都 市 計 画 土 地 区 画 整 理 事 業 清 算 基 金

体 育 ス ポ ー ツ 振 興 基 金

福 祉 基 金

昭 和 学 寮 顕 彰 人 材 育 成 基 金

中 小 企 業 振 興 基 金

文 化 振 興 基 金

地 域 交 通 体 系 整 備 基 金

環 境 保 全 基 金

発 電 用 施 設 周 辺 地 域 振 興 基 金

地 域 医 療 再 生 臨 時 特 例 基 金

南 部 地 域 活 性 化 基 金

中 山 間 ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金

森 林 整 備 地 域 活 動 支 援

国 民 健 康 保 険 広 域 化 等 支 援

高 等 学 校 修 学 奨 学 基 金

後 期 高 齢 者 医 療 財 政 安 定 化 基 金

県 債 管 理 基 金

災害ﾎﾞ ﾗ ﾝ ﾃｨｱ支援及び特 定非営利活動 促進基金

三 重 県 国 民 体 育 大 会 運 営 基 金

農 地 中 間 管 理 事 業 等 推 進 基 金

み え 森 と 緑 の 県 民 税 基 金

地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金

地域と若者の 未来を拓く学 生奨学金返還 支援基金

 基 金 の 状 況

  平 成 30年 度 増 減 額

伊 勢 志 摩 サ ミ ッ ト 基 金

子 ど も 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 安 定 化 基 金

ふ る さ と 応 援 寄 附 金 基 金

消 費 者 行 政 活 性 化 基 金

安 心 こ ど も 基 金

森 林 整 備 加 速 化 ・ 林 業 再 生 基 金

 


